
企 画 総 務 委 員 会 

平成２７年３月１１日 

墨田区手数料条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
    
別表 

 １ 〔略〕 

 ２ 保健衛生・環境関係 

番号 事 務 名 称 額 
徴収 
時期 

1 
～ 
 62 

〔略〕 

63 

医薬品、医療 

機器等の品質、

有効性及び安

全性の確保等

に関する法律

第３９条第１

項の規定に基

づく高度管理

医療機器等販

売業・貸与業

の許可の申請

に対する審査 

高度管理

医療機器

等販売業 

・貸与業

許可申請

手数料 

１件につき ３

４，１００円 

許可申

請のと

き。 

 

 

 

 

 

 

64 

医薬品、医療 

機器等の品質、

有効性及び安

全性の確保等

に関する法律

第３９条第２

項の規定に基

づく高度管理

医療機器等販

売業・貸与業

の許可の更新

の申請に対す

る審査 

高度管理

医療機器

等販売業 

・貸与業

許可更新

申請手数

料 

１件につき １

２，４００円 

更新申

請のと

き。 

65 〔略〕 

66 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

67 

医薬品、医療 

機器等の品質、

有効性及び安

全性の確保等

に関する法律

施行令第４５

条第１項及び

第２項の規定

に基づく高度

管理医療機器

等販売業・貸

与業の許可証

の書換え交付 

高度管理

医療機器 

等販売業 

・貸与業

許可証書

換え交付

手数料 

１件につき ２，

４００円 

書換え

交付申

請のと

き。 

     

別表 

 １ 〔略〕 

 ２ 保健衛生・環境関係 

番号 事 務 名 称 額 
徴収 
時期 

1 
～ 
 62 

〔略〕 

〔新設〕 

〔新設〕 

63 〔略〕 

64 〔略〕 

〔新設〕 

 



 

     

68 

医薬品、医療 

機器等の品質、

有効性及び安

全性の確保等

に関する法律

施行令第４６

条第１項及び

第２項の規定

に基づく高度

管理医療機器

等販売業・貸

与業の許可証

の再交付 

高度管理

医療機器 

等販売業 

・貸与業

許可証再

交付手数

料 

１件につき 

３，４００円 

再交付

申請の

とき。 

69 
～ 
 83 

〔略〕 

84 〔略〕 

85 〔略〕 

86 〔略〕 
 

 ３ 建築・都市計画・土木関係 

番号 事 務 名 称 額 
徴収 
時期      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 〔略〕 １ １件につき、

 次のアからエ

までに掲げる

区分に応じて

算出した床面

積の合計に応

じ、次に掲げ

る額（申請又

は通知に係る

計画に建築基

準法第８７条

の２に規定す

る昇降機に係

る部分が含ま

れる場合にお

いては、当該

昇降機１基に

ついて、２の

項又は３の項

に掲げる額の

手数料を加え

た額）。ただ

し、申請又は

通知に係る計

画に、建築基

準法第６条の

３第１項ただ

し書又は第１

８条第４項た

だし書の規定

により特定建

〔略〕 

 

〔新設〕 

65 
～ 
 79 

〔略〕 

79の2 〔略〕 

80 〔略〕 

81 〔略〕 
 

 ３ 建築・都市計画・土木関係 

番号 事 務 名 称 額 
徴収 
時期      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 〔略〕 １ １件につき、

 次のアからエ

までに掲げる

区分に応じて

算出した床面

積の合計に応

じ、次に掲げ

る額（申請又

は通知に係る

計画に建築基

準法第８７条

の２に規定す

る昇降機に係

る部分が含ま

れる場合にお

いては、当該

昇降機１基に

ついて、２の

項又は３の項

に掲げる額の

手数料を加え

た額）。ただ

し、申請又は

通知に係る計

画が建築基準

法第６条第５

項の構造計算

適合性判定を

求めなければ

ならないもの

は、１建築物

〔略〕 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

築基準適合判

定資格者であ

る建築主事が

行う、建築基 

準法施行令 

 （昭和２５年

政令第３３８

号）第９条の

３に規定する

特定構造計算

基準又は特定

増改築構造計

算基準に適合

するかどうか

の審査（以下

「特定建築基

準適合審査」

という。）に

係る部分が含

まれている場 

 合においては、

 特定建築基準

適合審査を行

う部分ごとに

２に掲げる額

を加えた額と

する。 

 ⑴～⑼ 

〔略〕 

  ア 建築物

を建築す 

る 場 合 

   （イに掲

げる場合

及び同一

敷地内に

おいて移

転する場 

合 を 除 

   く。) 

当該建築

に係る部

分の床面

積 

  イ 確認を

受けた建

築物の計

画の変更

をして建

築物を増

築する場

合（同一

敷地内に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

につき、その

額に２に掲げ

る額を加えた

額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴～⑼ 

〔略〕 

  ア 建築物

を建築す 

る 場 合 

   （イに掲

げる場合

及び移転

する場合 

   を除く。) 

   当該建築

に係る部

分の床面

積 

 

 

 

  イ 確認を

受けた建

築物の計

画の変更

をして建

築物を増

築する場

合（移転

する場合 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おいて移

転する場 

合 を 除 

   く。） 

   当該計画

の変更に

係る部分

の床面積

に２分の

１を乗じ

て得た面

積（床面

積の増加

する部分

にあって

は、当該

増加する

部分の床

面積） 

  ウ 建築物 

   を同一敷

地内にお

いて移転

し、その

大規模の

修繕若し

くは大規

模の模様

替をし、

又はその

用途を変

更する場

合（エに

掲げる場 

合 を 除 

   く。） 

   当該移転、

   修繕、模

様替又は

用途の変

更に係る

部分の床

面積に２

分の１を

乗じて得

た面積 

  エ 確認を

受けた建

築物の計

画の変更

をして建

築物を同

一敷地内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   を除く。）

   当該計画

の変更に

係る部分

の床面積

に２分の

１を乗じ

て得た面

積（床面

積の増加

する部分

にあって

は、当該

増加する

部分の床

面積） 

 

 

 

  ウ 建築物 

   を移転し、

   その大規

模の修繕

若しくは

大規模の

模様替を

し、又は

その用途

を変更す 

る 場 合 

   （エに掲

げる場合 

   を除く。）

   当該移転、

   修繕、模

様替又は

用途の変

更に係る

部分の床

面積に２

分の１を

乗じて得

た面積 

 

 

 

  エ 確認を

受けた建

築物の計

画の変更

をして建

築物を移

転し、そ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

において

移転し、

その大規

模の修繕

若しくは

大規模の

模様替を

し、又は

その用途

を変更す

る場合 

当該計画

の変更に

係る部分

の床面積

に２分の

１を乗じ

て得た面

積 

２ 特定建築基

準適合審査を

行う部分の床

面積に応じ、

次に掲げる額 

 

 

 ⑴ １，００

０平方メー

トル以内の

もの １５

６，０００

円 

 ⑵ １，００

０平方メー 

  トルを超え、

  ２，０００

平方メート

ル以内のも 

  の ２０９，

  ０００円 

 ⑶ ２，００

０平方メー 

  トルを超え、

  １０，００

０平方メー

トル以内の

もの ２４

０，０００

円 

 ⑷ １０，０ 

  ００平方メ 

  ートルを超

え、５０，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の大規模

の修繕若

しくは大

規模の模 

   様替をし、

   又はその

用途を変

更する場

合 当該

計画の変

更に係る

部分の床

面積に２

分の１を

乗じて得

た面積 

 

 

 

２ 当該建築物

の床面積の合

計及び構造計 

 算方法に応じ、

 次に掲げる各

号のア又はイ

の額 

 ⑴ １，００

０平方メー

トル以内の

もの 

  ア 構造計

算適合性

判定が、

建築基準

法第２０

条第２号

イに規定

するプロ

グラム又

は同条第

３号イに

規定する

プログラ

ム（以下

「大臣認

定プログ

ラム」と

いう。）

により行

われたも

の １１

１，００

０円 



 

０００平方

メートル以

内のもの 

３１９，０

００円 

 ⑸ ５０，０ 

  ００平方メ 

  ートルを超

えるもの 

５８７，０

００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ム以外の

方法によ

り行われ

たもの 

１５９，

０００円 

 ⑵ １，００

０平方メー 

  トルを超え、

  ２，０００

平方メート

ル以内のも

の 

  ア 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ムにより

行われた

もの １

３７，０

００円 

  イ 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ム以外の

方法によ

り行われ

たもの 

２１２，

０００円 

 ⑶ ２，００

０平方メー 

  トルを超え、

  １０，００

０平方メー

トル以内の

もの 

  ア 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ムにより

行われた



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もの １

５０，０

００円 

  イ 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ム以外の

方法によ

り行われ

たもの 

２４３，

０００円 

 ⑷ １０，０ 

  ００平方メ 

  ートルを超

え、５０，

０００平方

メートル以

内のもの 

  ア 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ムにより

行われた

もの １

９０，０

００円 

  イ 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ム以外の

方法によ

り行われ

たもの 

３２２，

０００円 

 ⑸ ５０，０ 

  ００平方メ 

  ートルを超

えるもの 

  ア 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ムにより

行われた



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     
２ 
～ 
 ５ 

〔略〕 

     

6 

建築基準法第

７条第４項又

は第１８条第

１７項の規定

に基づく建築

物に関する完

了検査（９の

項に掲げる場

合を除く。）

の申請又は通

知に対する審

査 

〔略〕 １件につき、当

該建築物を建築

した場合（同一

敷地内において

移転した場合を

除く。）にあっ

ては当該建築に

係る床面積、当

該建築物を同一

敷地内において

移転し、又は大

規模の修繕若し

くは大規模の模

様替をした場合

にあっては当該

移転、修繕又は

模様替に係る部

分の床面積に２

分の１を乗じて

得た面積の合計

に応じ、次に掲

げる額（申請又

は通知に建築基

準法第８７条の

２に規定する昇

降機に係る部分

が含まれる場合

においては、当

該昇降機１基に

ついて、７の項

又は１０の項に

掲げる額の手数

料を加えた額） 

 ⑴～⑼ 

〔略〕 

〔略〕 

     

もの ３

２２，０

００円 

  イ 構造計

算適合性

判定が、

大臣認定

プログラ

ム以外の

方法によ

り行われ

たもの 

５９０，

０００円 

 
     
２ 
～ 
 ５ 

〔略〕 

     

6 

建築基準法第

７条第４項又

は第１８条第

１５項の規定

に基づく建築

物に関する完

了検査（９の

項に掲げる場

合を除く。）

の申請又は通

知に対する審

査 

〔略〕 １件につき、当

該建築物を建築

する場合にあっ

ては当該建築に

係る床面積、当

該建築物を移転

し、又は大規模

の修繕若しくは

大規模の模様替 

をする場合にあ 

っては当該移転、

修繕又は模様替

に係る部分の床

面積に２分の１

を乗じて得た面 

積の合計に応じ、

次に掲げる額 

（申請又は通知

に建築基準法第

８７条の２に規

定する昇降機に

係る部分が含ま

れる場合におい

ては、当該昇降 

機１基について、

７の項又は１０

の項に掲げる額

の手数料を加え

た額） 

 

 

 

 

 ⑴～⑼ 

〔略〕 

〔略〕 

     



 

     

７ 

建築基準法第

８７条の２に

おいて準用す

る同法第７条

第４項又は第

１８条第１７

項の規定に基

づく建築設備

に関する完了

検査（１０の

項に掲げる場

合を除く。）

の申請又は通

知に対する審

査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     

8 

建築基準法第

８８条第１項

又は第２項に

おいて準用す

る同法第７条

第４項又は第

１８条第１７

項の規定に基

づく工作物に

関する完了検

査の申請又は

通知に対する

審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     

 

 

 

 

 

 

9 

建築基準法第

７条第４項又

は第１８条第

１７項の規定

に基づく建築

物に関する完

了検査（同法

第７条の３第

１項の特定工

程に係るもの

に限る。１０

の項において

同じ。）の申

請又は通知に

対する審査 

〔略〕 １件につき、当

該建築物を建築

した場合（同一

敷地内において

移転した場合を

除く。）にあっ

ては当該建築に

係る床面積、当

該建築物を同一

敷地内において

移転し、又は大

規模の修繕若し

くは大規模の模

様替をした場合

にあっては当該

移転、修繕又は

模様替に係る部

分の床面積に２

分の１を乗じて

得た面積の合計

に応じ、次に掲

げる額（申請又

は通知に建築基

準法第８７条の

２に規定する昇

〔略〕 

     

７ 

建築基準法第

８７条の２に

おいて準用す

る同法第７条

第４項又は第

１８条第１５

項の規定に基

づく建築設備

に関する完了

検査（１０の

項に掲げる場

合を除く。）

の申請又は通

知に対する審

査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     

8 

建築基準法第

８８条第１項

又は第２項に

おいて準用す

る同法第７条

第４項又は第

１８条第１５

項の規定に基

づく工作物に

関する完了検

査の申請又は

通知に対する

審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     

 

 

 

 

 

 

9 

建築基準法第

７条第４項又

は第１８条第

１５項の規定

に基づく建築

物に関する完

了検査（同法

第７条の３第

１項の特定工

程に係るもの

に限る。１０

の項において

同じ。）の申

請又は通知に

対する審査 

〔略〕 １件につき、当

該建築物を建築

する場合にあっ

ては当該建築に

係る床面積、当

該建築物を移転

し、又は大規模

の修繕若しくは

大規模の模様替 

をする場合にあ 

っては当該移転、

修繕又は模様替

に係る部分の床

面積に２分の１

を乗じて得た面 

積の合計に応じ、

次に掲げる額 

（申請又は通知

に建築基準法第

８７条の２に規

定する昇降機に

係る部分が含ま

れる場合におい

ては、当該昇降 

機１基について、

〔略〕 



 

降機に係る部分

が含まれる場合

においては、当

該昇降機１基に

ついて、７の項

又は１０の項に

掲げる額の手数

料を加えた額） 

 ⑴～⑼ 

〔略〕      

10 

建築基準法第

８７条の２に

おいて準用す

る同法第７条

第４項又は第

１８条第１７

項の規定に基

づく昇降機に

関する完了検

査の申請又は

通知に対する

審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

11 

建築基準法第

７条の３第４

項の規定に基

づく建築物に

関する中間検

査の申請又は

同法第１８条

第２０項の規

定に基づく特

定工程工事終

了の通知に対

する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

12 

建築基準法第

８７条の２に

おいて準用す

る同法第７条

の３第４項の

規定に基づく

建築設備に関

する中間検査

の申請又は同

法第１８条第

２０項の規定

に基づく建築

設備に関する

特定工程工事

終了の通知に

対する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     
 

 

 

建築基準法第

８８条第１項

において準用

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

７の項又は１０

の項に掲げる額

の手数料を加え

た額） 

 

 

 

 

 ⑴～⑼ 

〔略〕      

10 

建築基準法第

８７条の２に

おいて準用す

る同法第７条

第４項又は第

１８条第１５

項の規定に基

づく昇降機に

関する完了検

査の申請又は

通知に対する

審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

11 

建築基準法第

７条の３第４

項の規定に基

づく建築物に

関する中間検

査の申請又は

同法第１８条

第１８項の規

定に基づく特

定工程工事終

了の通知に対

する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

12 

建築基準法第

８７条の２に

おいて準用す

る同法第７条

の３第４項の

規定に基づく

建築設備に関

する中間検査

の申請又は同

法第１８条第

１８項の規定

に基づく建築

設備に関する

特定工程工事

終了の通知に

対する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     
 

 

 

建築基準法第

８８条第１項

において準用

〔略〕 〔略〕 〔略〕 



 

 

 

 

 

 

13 

する同法第７

条の３第４項

の規定に基づ

く工作物に関

する中間検査

の申請又は同

法第１８条第

２０項の規定

に基づく工作

物に関する特

定工程工事終

了の通知に対

する審査      

14 

建築基準法第

７条の６第１

項第１号若し

くは第２号又

は第１８条第

２４項第１号

若しくは第２

号（同法第８

７条の２又は

第８８条第１

項若しくは第

２項において

準用する場合

を含む。）の

規定に基づく

仮使用の認定

の申請に対す

る審査 

検査済証

の交付を

受ける前

における

建築物等

の仮使用

認定申請

手数料 

〔略〕 認定申

請のと

き。 

15 
～ 
 31 

〔略〕 

31の2 

建築基準法第

６０条の３第

１項の規定に

基づく建築物

の高さに関す

る制限の適用

除外に係る許

可の申請に対

する審査 

特定用途

誘導地区

内の建築

物の高さ

に関する

制限の適

用除外に

係る許可

申請手数

料 

１件につき １

６０，０００円 

許可申

請のと

き。 

32 

建築基準法第

６７条の３第

３項第２号の

規定に基づく

建築物の敷地

面積の制限の

適用除外に係

る許可の申請

に対する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     

 

 

 

 

 

13 

する同法第７

条の３第４項

の規定に基づ

く工作物に関

する中間検査

の申請又は同

法第１８条第

１８項の規定

に基づく工作

物に関する特

定工程工事終

了の通知に対

する審査      

14 

建築基準法第

７条の６第１

項第１号又は

第１８条第２ 

２項第１号 

（同法第８７

条の２又は第

８８条第１項

若しくは第２

項において準

用する場合を

含む。）の規

定に基づく仮

使用の承認の

申請に対する

審査 

 

 

検査済証

の交付を

受ける前

における

建築物等

の仮使用

承認申請

手数料 

〔略〕 承認申

請のと

き。 

15 
～ 
 31 

〔略〕 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32 

建築基準法第

６７条の２第

３項第２号の

規定に基づく

建築物の敷地

面積の制限の

適用除外に係

る許可の申請

に対する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

     



 

     

32の2 

建築基準法第

６７条の３第

５項第２号の

規定に基づく

建築物の壁面

の位置に関す

る制限の適用

除外に係る許

可の申請に対

する審査 

   

     

32の3 

建築基準法第

６７条の３第

９項第２号の

規定に基づく

建築物の間口

率及び高さに

関する制限の

適用除外に係

る許可の申請

に対する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

33 
～ 
46の3 

〔略〕 

46の4 

建築基準法施

行令第１３７

条の１６第２

号の規定に基

づく建築物の

移転の認定の

申請に対する

審査 

建築物の

移転認定

申請手数

料 

１件につき ２

８，０００円 

認定申

請のと

き。 

47 
～ 
 59 

〔略〕 

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 〔略〕 １件につき、次

に掲げる額。た

だし、当該申請

に併せて長期優

良住宅の普及の

促進に関する法

律第６条第２項

の規定に基づく

申出があった場

合においては、

当該額に１の項

の規定により算

定した手数料の

額を加えた額と

する。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 申請に併

せて住宅の

品質確保の

促進等に関 

〔略〕 

     

32の2 

建築基準法第

６７条の２第

５項第２号の

規定に基づく

建築物の壁面

の位置に関す

る制限の適用

除外に係る許

可の申請に対

する審査 

   

     

32の3 

建築基準法第

６７条の２第

９項第２号の

規定に基づく

建築物の間口

率及び高さに

関する制限の

適用除外に係

る許可の申請

に対する審査 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

33 
～ 
46の3 

〔略〕 

〔新設〕 

47 
～ 
 59 

〔略〕 

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 〔略〕 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 申請に係

る計画が、

区長が指定

する者によ

〔略〕 



 

 

 

 

 

 

 

 

60 

する法律 

  （平成１１

年法律第８

１号）第６

条第１項の

設計住宅性 

能評価書 

  （同法第５

条第１項の

住宅性能評

価に係る部

分について

長期優良住

宅の普及の

促進に関す

る法律第６

条第１項第

１号に掲げ

る基準に適 

  合し、かつ、

  当該住宅性

能評価のう

ち構造の安

定に関する

ことについ

て建築基準

法施行令第

８１条第２

項第１号ロ

の限界耐力

計算以外の

方法により

評価された 

  ものに限る。

  以下「設計

住宅性能評

価書」とい

う。）が提

出されたも

の １６，

０００円 

 ⑶ ⑴及び⑵

以外のもの 

   ４７，０

００円       
 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 〔略〕 １件につき、次

の⑴、⑵又は⑶

に掲げる区分及

び当該住宅が属

する一の建築物

の床面積の合計

に応じ、次に掲

げる額（当該申

〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

る技術的審

査を受けて

いないもの 

   ４７，０

００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       
 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 〔略〕 １件につき、次

の⑴又は⑵に掲

げる区分及び当

該住宅が属する

一の建築物の床

面積の合計に応

じ、次に掲げる

額（当該申請に

〔略〕 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請に併せて長期

優良住宅の普及

の促進に関する

法律第６条第２

項の規定に基づ

く申出があった 

場合においては、

１の項の規定に

より算定した手

数料の額を加え

た額）を当該建

築物における認

定申請戸数で除

して得た額（１

００円未満の端 

数があるときは、

その端数を切り

捨てた額） 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 申請に併

せて設計住

宅性能評価

書が提出さ

れたもの 

  ア １００

平方メー

トル以内

のもの 

１６，０

００円 

  イ １００

平方メー

トルを超

え、５０ 

   ０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    ５７，

０００円 

  ウ ５００

平方メー

トルを超

え、１，

０００平

方メート

ル以内の

もの ９

２，００

０円 

  エ １，０

００平方

メートル

を超え、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

併せて長期優良

住宅の普及の促

進に関する法律

第６条第２項の

規定に基づく申

出があった場合

においては、１

の項の規定によ

り算定した手数

料の額を加えた

額）を当該建築

物における認定

申請戸数で除し

て得た額（１０

０円未満の端数

があるときは、

その端数を切り

捨てた額） 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 申請に係

る計画が、

区長が指定

する者によ

る技術的審

査を受けて

いないもの 

  ア １００

平方メー

トル以内

のもの 

４７，０

００円 

  イ １００

平方メー

トルを超

え、５０ 

   ０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    １０９，

   ０００円 

  ウ ５００

平方メー

トルを超

え、１，

０００平

方メート

ル以内の

もの １

７５，０

００円 

  エ １，０

００平方



 

 

 

 

 

 

 

 

 

61 

２，５０ 

   ０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    １７２，

０００円 

  オ ２，５

００平方

メートル

を超え、

５，００

０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    ２９５，

０００円 

  カ ５，０

００平方

メートル

を超え、

１０，０

００平方

メートル

以内のも

の ４５

５，００

０円 

 ⑶ ⑴及び⑵

以外のもの 

  ア １００

平方メー

トル以内

のもの 

４７，０

００円 

  イ １００

平方メー

トルを超

え、５０ 

   ０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    １０９，

０００円 

  ウ ５００

平方メー

トルを超

え、１，

０００平

方メート

ル以内の

もの １

７５，０

 

 

 

 

 

 

 

 

61 

メートル

を超え、

２，５０ 

   ０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    ３４５，

   ０００円 

  オ ２，５

００平方

メートル

を超え、

５，００ 

   ０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    ６１７，

   ０００円 

  カ ５，０

００平方

メートル

を超え、

１０，０

００平方

メートル

以内のも

の １，

０６２，

０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

００円 

  エ １，０

００平方

メートル

を超え、

２，５０

０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    ３４５，

０００円 

  オ ２，５

００平方

メートル

を超え、

５，００

０平方メ 

   ートル以

内のもの 

    ６１７，

   ０００円 

  カ ５，０

００平方

メートル

を超え、

１０，０

００平方

メートル

以内のも

の １，

０６２，

０００円           

62 

〔略〕 〔略〕 １件につき、次

に掲げる額。た

だし、当該申請

に併せて長期優

良住宅の普及の

促進に関する法

律第８条第２項

において準用す

る同法第６条第

２項の規定に基

づく申出があっ

た場合において

は、当該額に１

の項の規定によ

り算定した手数

料の額を加えた

額とする。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 申請に併

せて設計住

宅性能評価

〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

62 

〔略〕 〔略〕 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 申請に係

る計画が、

区長が指定

〔略〕 



 

書が提出さ

れたもの 

  １６，００

０円 

 ⑶ ⑴及び⑵

以外のもの 

   ４７，０

００円           

63 

〔略〕 〔略〕 １件につき、６ 

１の項額の欄⑴、

⑵又は⑶に掲げ

る区分及び当該

住宅が属する一

の建築物の当該

計画の変更に係

る部分の床面積

に２分の１を乗 

じて得た面積 

（床面積の増加

する部分にあっ

ては、当該増加

する部分の床面

積）に応じ、６

１の項額の欄⑴

アからカまで、

⑵アからカまで

又は⑶アからカ

までに掲げる額

（当該申請に併

せて長期優良住

宅の普及の促進

に関する法律第

８条第２項にお

いて準用する同

法第６条第２項

の規定に基づく

申出があった場

合においては、

１の項の規定に

より算定した手

数料の額を加え

た額）を当該建

築物における変

更認定申請戸数

で除して得た額

（１００円未満

の端数があると

きは、その端数 

を切り捨てた額）

〔略〕 

64 
～ 
 69 

〔略〕 

     
 

 

マンションの

建替え等の円

要除却認 

定マンシ 

１件につき １

６０，０００円 

許可申

請のと

する者によ

る技術的審

査を受けて

いないもの 

   ４７，０

００円 

 

           

63 

〔略〕 〔略〕 １件につき、６

１の項額の欄⑴

又は⑵に掲げる

区分及び当該住

宅が属する一の

建築物の当該計

画の変更に係る

部分の床面積に

２分の１を乗じ

て得た面積（床

面積の増加する 

部分にあっては、

当該増加する部

分の床面積）に

応じ、６１の項

額の欄⑴アから

カまで又は⑵ア

からカまでに掲

げる額（当該申

請に併せて長期

優良住宅の普及

の促進に関する

法律第８条第２

項において準用

する同法第６条

第２項の規定に 

基づく申出があ 

った場合におい

ては、１の項の

規定により算定

した手数料の額

を加えた額）を

当該建築物にお

ける変更認定申

請戸数で除して

得た額（１００

円未満の端数が

あるときは、そ

の端数を切り捨

てた額） 

 

〔略〕 

64 
～ 
 69 

〔略〕 

  
 

 



 

 

 

 

 

69の2 

滑化に関する

法律（平成１

４年法律第７

８号）第１０

５条第１項の

規定に基づく

建築物の容積

率に関する特

例の許可の申

請に対する審

査 

ョンの建

替えによ

り新たに

建築され 

るマンシ 

ョンの容

積率の特

例許可申

請手数料 

き。 

     
 

 

 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

  
 

  

 

   付 則 

 この条例中別表 ２保健衛生・環境関係の部の改正規定並びに同表 ３建築・都市

計画・土木関係の部に３１の２の項を加える改正規定、同部６０の項から６３の項ま

での改正規定及び同部に６９の２の項を加える改正規定は平成２７年４月１日から施

行し、その他の改正規定は同年６月１日から施行する。 

 

※医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の一部改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
 （高度管理医療機器等の販売業及び貸与業

の許可) 

第３９条 高度管理医療機器又は特定保守管

理医療機器（以下「高度管理医療機器等」

という。）の販売業又は貸与業の許可を受

けた者でなければ、それぞれ、業として、

高度管理医療機器等を販売し、授与し、若

しくは貸与し、若しくは販売、授与若しく

は貸与の目的で陳列し、又は高度管理医療

機器プログラム（高度管理医療機器のうち

プログラムであるものをいう。以下この項

において同じ。）を電気通信回線を通じて

提供してはならない。ただし、高度管理医 

 療機器等の製造販売業者がその製造等をし、

 又は輸入をした高度管理医療機器等を高度 

 管理医療機器等の製造販売業者、製造業者、

 販売業者又は貸与業者に、高度管理医療機

器等の製造業者がその製造した高度管理医

療機器等を高度管理医療機器等の製造販売

業者又は製造業者に、それぞれ販売し、授

与し、若しくは貸与し、若しくは販売、授

 〔同左〕 

 

第３９条 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

与若しくは貸与の目的で陳列し、又は高度

管理医療機器プログラムを電気通信回線を

通じて提供するときは、この限りでない。 

２ 前項の許可は、営業所ごとに、その営業

所の所在地の都道府県知事（その営業所の

所在地が保健所を設置する市又は特別区の 

 区域にある場合においては、市長又は区長。

 第３９条の３第１項において同じ。）が与

える。 

３・４ 〔略〕 

 

 

 

 

２ 前項の許可は、営業所ごとに、その営業

所の所在地の都道府県知事が与える。 

 

 

 

 

３・４ 〔略〕   

【施行日】平成２７年４月１日 
 

※医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行令の一部

改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
 （医薬品の販売業、高度管理医療機器等の

販売業及び貸与業並びに再生医療等製品の

販売業の許可証の交付） 

第４４条 都道府県知事（店舗販売業にあつ

てはその店舗の所在地が、高度管理医療機

器等（法第３９条第１項に規定する高度管

理医療機器等をいう。以下同じ。）の販売

業又は貸与業にあつてはその営業所の所在

地が、それぞれ保健所を設置する市又は特

別区の区域にある場合においては、市長又

は区長。次条から第４８条までにおいて同

じ。）は、医薬品の販売業、高度管理医療

機器等の販売業若しくは貸与業又は再生医

療等製品の販売業の許可をしたときは、厚

生労働省令で定めるところにより、許可を

申請した者に許可証を交付しなければなら

ない。医薬品の販売業、高度管理医療機器

等の販売業若しくは貸与業又は再生医療等

製品の販売業の許可を更新したときも、同

様とする。 

 〔同左〕 

 

 

第４４条 都道府県知事（店舗販売業にあつ

ては、その店舗の所在地が保健所を設置す

る市又は特別区の区域にある場合において

は、市長又は区長。次条から第４８条まで

において同じ。）は、医薬品の販売業、高

度管理医療機器等（法第３９条第１項に規

定する高度管理医療機器等をいう。以下同

じ。）の販売業若しくは貸与業又は再生医

療等製品の販売業の許可をしたときは、厚

生労働省令で定めるところにより、許可を

申請した者に許可証を交付しなければなら

ない。医薬品の販売業、高度管理医療機器

等の販売業若しくは貸与業又は再生医療等

製品の販売業の許可を更新したときも、同

様とする。 

  

【施行日】平成２７年４月１日 
 
 
 
 
 



 

※建築基準法の一部改正（抄） 平成２６年６月４日公布 

改  正  後 改  正  前 
  
 （構造計算適合性判定） 

第６条の３ 建築主は、第６条第１項の場合

において、申請に係る建築物の計画が第２

０条第１項第２号若しくは第３号に定める

基準（同項第２号イ又は第３号イの政令で

定める基準に従つた構造計算で、同項第２

号イに規定する方法若しくはプログラムに

よるもの又は同項第３号イに規定するプロ

グラムによるものによつて確かめられる安

全性を有することに係る部分に限る。以下

「特定構造計算基準」という。）又は第３

条第２項（第８６条の９第１項において準

用する場合を含む。）の規定により第２０

条の規定の適用を受けない建築物について

第８６条の７第１項の政令で定める範囲内

において増築若しくは改築をする場合にお

ける同項の政令で定める基準（特定構造計

算基準に相当する基準として政令で定める

ものに限る。以下「特定増改築構造計算基

準」という。）に適合するかどうかの確認

審査（第６条第４項に規定する審査又は前

条第１項の規定による確認のための審査を

いう。以下この項において同じ。）を要す

るものであるときは、構造計算適合性判定

（当該建築物の計画が特定構造計算基準又

は特定増改築構造計算基準に適合するかど

うかの判定をいう。以下同じ。）の申請書

を提出して都道府県知事の構造計算適合性

判定を受けなければならない。ただし、当

該建築物の計画が特定構造計算基準（第２

０条第１項第２号イの政令で定める基準に

従つた構造計算で同号イに規定する方法に

よるものによつて確かめられる安全性を有

することに係る部分のうち確認審査が比較

的容易にできるものとして政令で定めるも

のに限る。）又は特定増改築構造計算基準

（確認審査が比較的容易にできるものとし

て政令で定めるものに限る。）に適合する

かどうかを、構造計算に関する高度の専門

的知識及び技術を有する者として国土交通

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

省令で定める要件を備える者である建築主

事が第６条第４項に規定する審査をする場

合又は前条第１項の規定による指定を受け

た者が当該国土交通省令で定める要件を備

える者である第７７条の２４第１項の確認

検査員に前条第１項の規定による確認のた 

 めの審査をさせる場合は、この限りでない。

２ 都道府県知事は、前項の申請書を受理し

た場合において、申請に係る建築物の計画

が建築基準関係規定に適合するものである

ことについて当該都道府県に置かれた建築

主事が第６条第１項の規定による確認をす

るときは、当該建築主事を当該申請に係る

構造計算適合性判定に関する事務に従事さ

せてはならない。 

３ 都道府県知事は、特別な構造方法の建築

物の計画について第１項の構造計算適合性

判定を行うに当たつて必要があると認める

ときは、当該構造方法に係る構造計算に関

して専門的な識見を有する者の意見を聴く

ものとする。 

４ 都道府県知事は、第１項の申請書を受理

した場合においては、その受理した日から

１４日以内に、当該申請に係る構造計算適

合性判定の結果を記載した通知書を当該申

請者に交付しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の場合（申請に係

る建築物の計画が特定構造計算基準（第２

０条第１項第２号イの政令で定める基準に

従つた構造計算で同号イに規定する方法に

よるものによつて確かめられる安全性を有

することに係る部分に限る。）に適合する

かどうかの判定の申請を受けた場合その他

国土交通省令で定める場合に限る。）にお

いて、前項の期間内に当該申請者に同項の

通知書を交付することができない合理的な

理由があるときは、３５日の範囲内におい

て、同項の期間を延長することができる。

この場合においては、その旨及びその延長

する期間並びにその期間を延長する理由を

記載した通知書を同項の期間内に当該申請

者に交付しなければならない。 

６ 都道府県知事は、第４項の場合において、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 申請書の記載によつては当該建築物の計画

が特定構造計算基準又は特定増改築構造計

算基準に適合するかどうかを決定すること

ができない正当な理由があるときは、その

旨及びその理由を記載した通知書を同項の

期間（前項の規定により第４項の期間を延 

 長した場合にあつては、当該延長後の期間）

 内に当該申請者に交付しなければならない。

７ 建築主は、第４項の規定により同項の通

知書の交付を受けた場合において、当該通

知書が適合判定通知書（当該建築物の計画

が特定構造計算基準又は特定増改築構造計

算基準に適合するものであると判定された 

 旨が記載された通知書をいう。以下同じ。）

 であるときは、第６条第１項又は前条第１

項の規定による確認をする建築主事又は同

項の規定による指定を受けた者に、当該適

合判定通知書又はその写しを提出しなけれ

ばならない。ただし、当該建築物の計画に

係る第６条第７項又は前条第４項の通知書

の交付を受けた場合は、この限りでない。 

８ 建築主は、前項の場合において、建築物

の計画が第６条第１項の規定による建築主

事の確認に係るものであるときは、同条第

４項の期間（同条第６項の規定により同条 

 第４項の期間が延長された場合にあつては、

 当該延長後の期間）の末日の３日前までに、

 前項の適合判定通知書又はその写しを当該

建築主事に提出しなければならない。 

９ 第１項の規定による構造計算適合性判定

の申請書及び第４項から第６項までの通知

書の様式は、国土交通省令で定める。 

 （国、都道府県又は建築主事を置く市町村

の建築物に対する確認、検査又は是正措置

に関する手続の特例） 

第１８条 国、都道府県又は建築主事を置く

市町村の建築物及び建築物の敷地について

は、第６条から第７条の６まで、第９条か 

 ら第１０条まで及び第９０条の２の規定は、

 適用しない。この場合においては、次項か

ら第２５項までの規定に定めるところによ

る。 

２ 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔同左〕 

 

 

第１８条 国、都道府県又は建築主事を置く

市町村の建築物及び建築物の敷地について

は、第６条から第７条の６まで、第９条か 

 ら第１０条まで及び第９０条の２の規定は、

 適用しない。この場合においては、次項か

ら第２３項までの規定に定めるところによ

る。 

２ 〔略〕 



 

３ 建築主事は、前項の通知を受けた場合に 

 おいては、第６条第４項に定める期間内に、

 当該通知に係る建築物の計画が建築基準関

係規定（第６条の４第１項第１号若しくは

第２号に掲げる建築物の建築、大規模の修

繕若しくは大規模の模様替又は同項第３号

に掲げる建築物の建築について通知を受け

た場合にあつては、同項の規定により読み

替えて適用される第６条第１項に規定する

建築基準関係規定。以下この項及び第１４

項において同じ。）に適合するかどうかを

審査し、審査の結果に基づいて、建築基準

関係規定に適合することを認めたときは、

当該通知をした国の機関の長等に対して確

認済証を交付しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

４ 国の機関の長等は、第２項の場合におい

て、同項の通知に係る建築物の計画が特定

構造計算基準又は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかの前項に規定する審査

を要するものであるときは、当該建築物の

計画を都道府県知事に通知し、構造計算適 

 合性判定を求めなければならない。ただし、

 当該建築物の計画が特定構造計算基準（第

２０条第１項第２号イの政令で定める基準

に従つた構造計算で同号イに規定する方法

によるものによつて確かめられる安全性を

有することに係る部分のうち前項に規定す

る審査が比較的容易にできるものとして政

令で定めるものに限る。）又は特定増改築

構造計算基準（同項に規定する審査が比較

的容易にできるものとして政令で定めるも

のに限る。）に適合するかどうかを第６条

の３第１項ただし書の国土交通省令で定め

る要件を備える者である建築主事が前項に

規定する審査をする場合は、この限りでな

い。 

５ 都道府県知事は、前項の通知を受けた場

３ 建築主事は、前項の通知を受けた場合に 

 おいては、第６条第４項に定める期間内に、

 当該通知に係る建築物の計画が建築基準関

係規定（第６条の３第１項第１号若しくは

第２号に掲げる建築物の建築、大規模の修

繕若しくは大規模の模様替又は同項第３号

に掲げる建築物の建築について通知を受け

た場合にあつては、同項の規定により読み

替えて適用される第６条第１項に規定する

建築基準関係規定。以下この項及び第１２

項において同じ。）に適合するかどうかを

審査し、審査の結果に基づいて、建築基準

関係規定に適合することを認めたときは、

当該通知をした国の機関の長等に対して確

認済証を交付しなければならない。 

４ 建築主事は、前項の場合において、第２

項の通知に係る建築物の計画が第２０条第

２号又は第３号に定める基準に適合するか

どうかを審査するときは、都道府県知事の

構造計算適合性判定を求めなければならな

い。 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 都道府県知事は、当該都道府県に置かれ



 

合において、当該通知に係る建築物の計画

が建築基準関係規定に適合するものである

ことについて当該都道府県に置かれた建築 

 主事が第３項に規定する審査をするときは、

 当該建築主事を当該通知に係る構造計算適

合性判定に関する事務に従事させてはなら

ない。 

６ 〔略〕 

７ 都道府県知事は、第４項の通知を受けた

場合においては、その通知を受けた日から

１４日以内に、当該通知に係る構造計算適

合性判定の結果を記載した通知書を当該通

知をした国の機関の長等に交付しなければ

ならない。 

８ 都道府県知事は、前項の場合（第４項の

通知に係る建築物の計画が特定構造計算基

準（第２０条第１項第２号イの政令で定め

る基準に従つた構造計算で同号イに規定す

る方法によるものによつて確かめられる安

全性を有することに係る部分に限る。）に

適合するかどうかの判定を求められた場合 

 その他国土交通省令で定める場合に限る。）

 において、前項の期間内に当該通知をした

国の機関の長等に同項の通知書を交付する 

 ことができない合理的な理由があるときは、

 ３５日の範囲内において、同項の期間を延 

 長することができる。この場合においては、

 その旨及びその延長する期間並びにその期

間を延長する理由を記載した通知書を同項

の期間内に当該通知をした国の機関の長等

に交付しなければならない。 

 

 

 

 

９ 都道府県知事は、第７項の場合において、

 第４項の通知の記載によつては当該建築物

の計画が特定構造計算基準又は特定増改築

構造計算基準に適合するかどうかを決定す 

 ることができない正当な理由があるときは、

 その旨及びその理由を記載した通知書を第

７項の期間（前項の規定により第７項の期

間を延長した場合にあつては、当該延長後

た建築主事から前項の構造計算適合性判定

を求められた場合においては、当該建築主

事を当該構造計算適合性判定に関する事務

に従事させてはならない。 

 

 

 

６ 〔略〕 

７ 都道府県知事は、第４項の構造計算適合

性判定を求められた場合においては、当該

構造計算適合性判定を求められた日から１

４日以内にその結果を記載した通知書を建

築主事に交付しなければならない。 

 

８ 都道府県知事は、前項の場合（第２０条

第２号イの構造計算が同号イに規定する方

法により適正に行われたものであるかどう

かの判定を求められた場合その他国土交通

省令で定める場合に限る。）において、同

項の期間内に建築主事に同項の通知書を交

付することができない合理的な理由がある

ときは、３５日の範囲内において、同項の

期間を延長することができる。この場合に

おいては、その旨及びその延長する期間並

びにその期間を延長する理由を記載した通

知書を同項の期間内に建築主事に交付しな

ければならない。 

 

 

 

 

９ 第４項の構造計算適合性判定に要する費

用は、当該構造計算適合性判定を求めた建

築主事が置かれた都道府県又は市町村の負

担とする。 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 



 

の期間）内に当該通知をした国の機関の長

等に交付しなければならない。 

 

 

 

 

１０ 国の機関の長等は、第７項の規定によ

り同項の通知書の交付を受けた場合におい

て、当該通知書が適合判定通知書であると

きは、第３項の規定による審査をする建築

主事に、当該適合判定通知書又はその写し

を提出しなければならない。ただし、当該

建築物の計画に係る第１４項の通知書の交

付を受けた場合は、この限りでない。 

１１ 国の機関の長等は、前項の場合におい

て、第３項の期間（第１３項の規定により 

 第３項の期間が延長された場合にあつては、

 当該延長後の期間）の末日の３日前までに、

 前項の適合判定通知書又はその写しを当該

建築主事に提出しなければならない。 

１２ 建築主事は、第３項の場合において、

第２項の通知に係る建築物の計画が第四項

の構造計算適合性判定を要するものである

ときは、当該通知をした国の機関の長等か

ら第１０項の適合判定通知書又はその写し

の提出を受けた場合に限り、第３項の確認

済証を交付することができる。 

１３ 建築主事は、第３項の場合（第２項の

通知に係る建築物の計画が特定構造計算基

準（第２０条第１項第２号イの政令で定め

る基準に従つた構造計算で同号イに規定す

る方法によるものによつて確かめられる安

全性を有することに係る部分に限る。）に

適合するかどうかを審査する場合その他国

土交通省令で定める場合に限る。）におい

て、第３項の期間内に当該通知をした国の

機関の長等に同項の確認済証を交付するこ

とができない合理的な理由があるときは、

３５日の範囲内において、同項の期間を延 

 長することができる。この場合においては、

 その旨及びその延長する期間並びにその期

間を延長する理由を記載した通知書を同項

の期間内に当該通知をした国の機関の長等

 

 

１０ 建築主事は、第４項の構造計算適合性

判定により適合判定がされた場合に限り、

第３項の確認済証を交付することができ

る。 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

１１ 建築主事は、第３項の場合（第２項の

通知に係る建築物の計画が第２０条第２号

に定める基準（同号イの政令で定める基準

に従つた構造計算で同号イに規定する方法

によるものによつて確かめられる安全性を

有することに係る部分に限る。）に適合す

るかどうかを審査する場合その他国土交通

省令で定める場合に限る。）において、第

３項の期間内に当該通知をした国の機関の

長等に同項の確認済証を交付することがで

きない合理的な理由があるときは、３５日

の範囲内において、同項の期間を延長する

ことができる。この場合においては、その

旨及びその延長する期間並びにその期間を

延長する理由を記載した通知書を同項の期

間内に当該通知をした国の機関の長等に交



 

に交付しなければならない。 

１４ 建築主事は、第３項の場合において、

第２項の通知に係る建築物の計画が建築基 

 準関係規定に適合しないことを認めたとき、

 又は建築基準関係規定に適合するかどうか

を決定することができない正当な理由があ

るときは、その旨及びその理由を記載した

通知書を第３項の期間（前項の規定により

第３項の期間を延長した場合にあつては、

当該延長後の期間）内に当該通知をした国

の機関の長等に交付しなければならない。 

１５ 第２項の通知に係る建築物の建築、大

規模の修繕又は大規模の模様替の工事は、

第３項の確認済証の交付を受けた後でなけ

ればすることができない。 

１６ 国の機関の長等は、当該工事を完了し

た場合においては、その旨を、工事が完了

した日から４日以内に到達するように、建

築主事に通知しなければならない。 

１７ 建築主事が前項の規定による通知を受

けた場合においては、建築主事等は、その

通知を受けた日から７日以内に、その通知

に係る建築物及びその敷地が建築基準関係 

 規定（第７条の５に規定する建築物の建築、

 大規模の修繕又は大規模の模様替の工事に

ついて通知を受けた場合にあつては、第６

条の４第１項の規定により読み替えて適用

される第６条第１項に規定する建築基準関

係規定。以下この条において同じ。）に適

合しているかどうかを検査しなければなら

ない。 

１８ 建築主事等は、前項の規定による検査

をした場合において、当該建築物及びその

敷地が建築基準関係規定に適合しているこ

とを認めたときは、国の機関の長等に対し

て検査済証を交付しなければならない。 

１９ 国の機関の長等は、当該工事が特定工

程を含む場合において、当該特定工程に係

る工事を終えたときは、その都度、その旨 

 を、その日から４日以内に到達するように、

 建築主事に通知しなければならない。 

２０ 建築主事が前項の規定による通知を受

けた場合においては、建築主事等は、その

付しなければならない。 

１２ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 〔同左〕 

 

 

 

１４ 〔同左〕 

 

 

 

１５ 建築主事が前項の規定による通知を受

けた場合においては、建築主事等は、その

通知を受けた日から７日以内に、その通知

に係る建築物及びその敷地が建築基準関係 

 規定（第７条の５に規定する建築物の建築、

 大規模の修繕又は大規模の模様替の工事に

ついて通知を受けた場合にあつては、第６

条の３第１項の規定により読み替えて適用

される第６条第１項に規定する建築基準関

係規定。以下この条において同じ。）に適

合しているかどうかを検査しなければなら

ない。 

１６ 〔同左〕 

 

 

 

 

１７ 〔同左〕 

 

 

 

 

１８ 〔同左〕 

 



 

通知を受けた日から４日以内に、当該通知

に係る工事中の建築物等について、検査前

に施工された工事に係る建築物の部分及び

その敷地が建築基準関係規定に適合するか

どうかを検査しなければならない。 

２１ 建築主事等は、前項の規定による検査

をした場合において、工事中の建築物等が

建築基準関係規定に適合することを認めた

ときは、国土交通省令で定めるところによ

り、国の機関の長等に対して当該特定工程

に係る中間検査合格証を交付しなければな

らない。 

２２ 特定工程後の工程に係る工事は、前項

の規定による当該特定工程に係る中間検査

合格証の交付を受けた後でなければ、これ

を施工してはならない。 

２３ 建築主事等は、第２０項の規定による

検査において建築基準関係規定に適合する

ことを認められた工事中の建築物等につい

て、第１７項又は第２０項の規定による検

査をするときは、同項の規定による検査に

おいて建築基準関係規定に適合することを

認められた建築物の部分及びその敷地につ

いては、これらの規定による検査をするこ

とを要しない。 

２４ 第６条第１項第１号から第３号までの

建築物を新築する場合又はこれらの建築物

（共同住宅以外の住宅及び居室を有しない

建築物を除く。）の増築、改築、移転、大

規模の修繕若しくは大規模の模様替の工事

で避難施設等に関する工事を含むものをす

る場合においては、第１８項の検査済証の

交付を受けた後でなければ、当該新築に係

る建築物又は当該避難施設等に関する工事

に係る建築物若しくは建築物の部分を使用

し、又は使用させてはならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合には、

検査済証の交付を受ける前においても、仮 

 に、当該建築物又は建築物の部分を使用し、

 又は使用させることができる。 

 ⑴ 特定行政庁が、安全上、防火上又は避

難上支障がないと認めたとき。 

 

 

 

 

 

 

１９ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

２０ 〔同左〕 

 

 

 

２１ 建築主事等は、第１８項の規定による

検査において建築基準関係規定に適合する

ことを認められた工事中の建築物等につい

て、第１５項又は第１８項の規定による検

査をするときは、同項の規定による検査に

おいて建築基準関係規定に適合することを

認められた建築物の部分及びその敷地につ

いては、これらの規定による検査をするこ

とを要しない。 

２２ 第６条第１項第１号から第３号までの

建築物を新築する場合又はこれらの建築物

（共同住宅以外の住宅及び居室を有しない

建築物を除く。）の増築、改築、移転、大

規模の修繕若しくは大規模の模様替の工事

で避難施設等に関する工事を含むものをす

る場合においては、第１６項の検査済証の

交付を受けた後でなければ、当該新築に係

る建築物又は当該避難施設等に関する工事

に係る建築物若しくは建築物の部分を使用

し、又は使用させてはならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合には、

検査済証の交付を受ける前においても、仮 

 に、当該建築物又は建築物の部分を使用し、

 又は使用させることができる。 

 ⑴ 特定行政庁（第１４項の規定による通 

  知があつた後においては、建築主事）が、

  安全上、防火上又は避難上支障がないと



 

 

 ⑵ 建築主事が、安全上、防火上及び避難

上支障がないものとして国土交通大臣が

定める基準に適合していることを認めた

とき。 

 ⑶ 第１６項の規定による通知をした日か

ら７日を経過したとき。 

２５ 特定行政庁は、国、都道府県又は建築

主事を置く市町村の建築物又は建築物の敷

地が第９条第１項、第１０条第１項若しく

は第３項又は第９０条の２第１項の規定に 

 該当すると認める場合においては、直ちに、

 その旨を当該建築物又は建築物の敷地を管

理する国の機関の長等に通知し、これらの

規定に掲げる必要な措置をとるべきことを

要請しなければならない。 

 （第３８条の準用） 

第６７条の２ 第３８条の規定は、その予想

しない特殊の構造方法又は建築材料を用い

る建築物に対するこの節の規定及びこれに 

 基づく命令の規定の適用について準用する。

 (特定防災街区整備地区) 

第６７条の３ 特定防災街区整備地区内にあ

る建築物は、耐火建築物又は準耐火建築物

としなければならない。ただし、第６１条

各号のいずれかに該当するものは、この限

りでない。 

２・３ 〔略〕 

４ 第５３条の２第３項の規定は、前項の都

市計画において建築物の敷地面積の最低限

度が定められ、又は変更された場合に準用 

 する。この場合において、同条第３項中 

 「第１項」とあるのは、「第６７条の３第

３項」と読み替えるものとする。 

５・６ 〔略〕 

７ 前項の場合においては、同項に規定する

建築物の高さの最低限度より低い高さの建

築物の部分（同項に規定する建築物の防災

都市計画施設に係る間口率の最低限度を超 

 える部分を除く。）は、空隙のない壁が設 

 けられる等防火上有効な構造としなければ

ならない。 

８～１０ 〔略〕 

認めて仮使用の承認をしたとき。 

   〔新設〕 

 

 

 

 ⑵ 第１４項の規定による通知をした日か

ら７日を経過したとき。 

２３ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 〔同左〕 

第６７条の２ 〔同左〕 

 

 

 

 

２・３ 〔略〕 

４ 第５３条の２第３項の規定は、前項の都

市計画において建築物の敷地面積の最低限

度が定められ、又は変更された場合に準用 

 する。この場合において、同条第３項中 

 「第１項」とあるのは、「第６７条の２第

３項」と読み替えるものとする。 

５・６ 〔略〕 

７ 前項の場合においては、同項に規定する

建築物の高さの最低限度より低い高さの建

築物の部分（同項に規定する建築物の防災

都市計画施設に係る間口率の最低限度を超 

 える部分を除く。）は、空隙
げき

のない壁が設 

 けられる等防火上有効な構造としなければ

ならない。 

８～１０ 〔略〕   



 

【施行日】平成２７年６月１日 
 

※建築基準法の一部改正（抄） 平成２６年５月２１日公布 

改  正  後 改  正  前 
  
 （特定用途誘導地区） 

第６０条の３ 特定用途誘導地区内において

は、建築物の高さは、特定用途誘導地区に

関する都市計画において建築物の高さの最

高限度が定められたときは、当該最高限度

以下でなければならない。ただし、特定行

政庁が用途上又は構造上やむを得ないと認

めて許可したものについては、この限りで

ない。 

２ 特定用途誘導地区内においては、地方公

共団体は、その地区の指定の目的のために

必要と認める場合においては、国土交通大

臣の承認を得て、条例で、第４８条第１項

から第１２項までの規定による制限を緩和

することができる。 

３ 第４４条第２項の規定は、第１項ただし 

 書の規定による許可をする場合に準用する。

 

〔新設〕 

  

【施行日】平成２６年８月１日 
 

※建築基準法施行令の一部改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
 （移転) 

第１３７条の１６ 法第８６条の７第４項の

政令で定める範囲は、次の各号のいずれか

に該当することとする。 

 ⑴ 移転が同一敷地内におけるものである

こと。 

 ⑵ 移転が交通上、安全上、防火上、避難

上、衛生上及び市街地の環境の保全上支

障がないと特定行政庁が認めるものであ

ること。 

 

〔新設〕 

  

【施行日】平成２７年６月１日 
 
 
 
 
 
 



 

※マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
   マンションの建替え等の円滑化に関す

る法律 

 （容積率の特例） 

第１０５条 その敷地面積が政令で定める規

模以上であるマンションのうち、要除却認

定マンションに係るマンションの建替えに

より新たに建築されるマンションで、特定

行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生

上支障がなく、かつ、その建ぺい率（建築

面積の敷地面積に対する割合をいう。）、

容積率（延べ面積の敷地面積に対する割合

をいう。以下この項において同じ。）及び

各部分の高さについて総合的な配慮がなさ

れていることにより市街地の環境の整備改

善に資すると認めて許可したものの容積率

は、その許可の範囲内において、建築基準

法第５２条第１項から第９項まで又は第５

７条の２第６項の規定による限度を超える

ものとすることができる。 

２ 建築基準法第４４条第２項、第９２条の

２、第９３条第１項及び第２項並びに第９

４条から第９６条までの規定は、前項の規

定による許可について準用する。 

   マンションの建替えの円滑化等に関す

る法律 

 

〔新設〕 

  

【施行日】平成２６年１２月２４日 

 


